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MIGAコラム「新・世界診断」 

デジタル敗戦から復興せよ 

医療 DX、コロナ後こそ最後の好機 

  
 なんだ、ちゃんとわかっているじゃないか。 

 デジタル敗戦はコロナ前から 

一国のトップリーダーに対して、まことに失礼なが

ら、8 月 4 日夕に岸田文雄首相が首相官邸で開いた記者

会見を NHK テレビでみていて、そんな言葉が口をついて

出てきた。首相がこういう趣旨を話したときだ。 

「2020 年、私は自民党政調会長としてコロナとの闘い

の最前線に立っていた。そしてわが国のデジタル化の遅

れを痛感した。国民への給付金や各種の支援金の給付遅

れ、感染者情報をファクスで集計することによる保健所

業務の逼迫、接触確認アプリ導入やワクチン接種システ

ムの混乱――」 

「欧米諸国や台湾、シンガポール、インドなどで円滑

に進む行政サービスが実現できない現実に直面し、わが

国がデジタル後進国だったことに愕然とした。デジタル

敗戦を 2 度と繰り返してはならない。主要先進国に大き

く後れをとっているわが国行政のデジタル化の遅れを取

り戻したい。この強い思いから政権発足以来、デジタル

田園都市国家構想、マイナカードの早期普及を進めてき

た……」 

じつは、デジタル競争力が日本は欧米の主要国のみな

らず、東南アジアの主な国、また中国や台湾に比べても

劣る現実は、コロナ前からはっきりしていた。本来、与

党の政策責任者であれば、コロナとの闘いに直面するこ

とがなくとも、この厳しいファクトに気づき、デジタル

敗戦からの復興を指揮すべき立場だったと思うが、ここ

ではそれ以上は言うまい。 

ことしの 5 月の連休明け、岸田政権は新型コロナウイ

ルスの感染症法上のあつかいを季節性インフルエンザと

同等に緩和した。緩和直後はほとんど見かけることがなかったノーマスク姿が、夏休みに入ったこと
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も手伝ってすっかり日常になった。「着けろ、いや着けない」などと、レストランや乗り物内の空気

がトゲトゲしくなることは、もうない。かたや病院や介護施設では着用ルールがちゃんと守られてい

る。 

やっとのことで、日本に暮らす人びとにも本物のアフターコロナが浸透したというべきであろう。

奇貨居くべし。せっかくデジタル敗戦の悲惨さにコロナが気づかせてくれたのだから、敗戦処理と復

興に乗り出すのは、今をおいてほかになかろう。 

 アプリが医師に代わり診断 

コロナ禍まっただ中に、海外の国が窮余の策として取ったデジタル活用の事例を二つ紹介したい。 

一つは、英イングランドの NHS（国民保健サービス）が国民にダウンロードを呼びかけたスマホア

プリ「How are you feeling today?」だ。 

英国はコロナ初期の 2020 年、超過死亡率（国内の死亡者が平年よりどの程度多いかを示す指標）が

およそ 20％を記録し、人々は恐怖のどん底に落とされた。 

当時、ボリス・ジョンソン政権は感染症専門家のアドバイスもあって、集団免疫戦略を試みようと

した。国民や企業に対し、とくに外出制限を求めることはせず、感染者が増えるのにまかせ、自然の

力を借りて免疫の獲得を広げようというやり方である。コロナワクチンの開発に、世界の名だたる製

薬企業がまだ着手していなかった頃だ。ワクチン代わりに感染を利用して免疫をつけさせよう、とい

う考え方は理論的にはありうる。 

だがこれは、見事に失敗した。のちに、英議会下院の超党派グループによるコロナ検証報告書は、

ジョンソン政権の集団免疫戦略について「英国の公衆衛生史上、最悪の失政」「ロックダウン（罰則

を伴う厳格な都市封鎖）の発動を遅らせ、重症患者や死者をいたずらに増やすことになった」と断じ

た。政権にアドバイスをした専門家も指弾された。因みに、英国は公衆衛生学の発祥国である。 

こんな状況だから NHS 傘下の病院・診療所は大混乱に陥り、文字どおりの医療崩壊が現実化した。

そこで、NHS はこのアプリに医師の初期診療（プライマリー・ケア）を代わってやってもらおうとし

た。 

朝起きて調子がいま一つだな、と思ったらアプリを立ち上げて身体の状況に関する質問に答える。

するとアプリがコロナ感染の可能性などを示すという仕組みだ。必要に迫られてではあるが、簡単な

AI 医療が実用化されているのである。 

 ICU空き状況ひと目で 

一方、米ニューヨークタイムズ紙が立ち上げたのは、「How Full Are Hospital I.C.U.s Near You?」とい

うサイトだ。米国も 2020 年の超過死亡率はおよそ 20％だった。ICU はコロナに感染した重症肺炎患者

の治療に不可欠な集中治療室だ。ニューヨーク市内の各病院をサイトの地図上にプロットし、それぞ

れについて ICU が満床か空床かを色分けして確認できるようにした。もちろん、このサイトは定期的

に更新される。 
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コロナ感染者が急に重症化して重篤な肺炎を発症した場合、スマホでこの地図を立ち上げれば、ど

の病院が受け入れてくれるかは一目瞭然だ。 

筆者は日本の病院団体のある幹部に、「なぜ、これに類する取り組みが日本ではできなかったの

か」と尋ねたことがある。返ってきた答えはこうだ。「病床が空いているかどうかをいちいち確認し

て、それを報告する時間的余裕も人的余裕もなかった」。 

だが、人の目で確認しなくとも、センサーを活用して病床の空き具合を示すデータについて、人手

を介さず集計する「インターネット・オブ・シングス」を採用すればすむ話ではないか。件の病院団

体幹部は、「うちの ICU はきょう何床空きがある」と、看護師に目視で集計させて、自治体などに報

告するシステムを想定していたわけだ。これも、デジタル後進性を如実に物語るエピソードではない

か。 

 起点はマイナ保険証だ 

さて、岸田首相は健康保険証の機能をマイナンバーカードに一体化する「マイナ保険証」の普及を

推し進めようと、2024 年秋に保険証を原則廃止するという当初方針を曲がりなりにも維持した。マイ

ナ保険証に対する世論の反発がきわめて強いことを気にする自民党内には先送り論がくすぶっている

が、8 月 4 日の記者会見では、先送り論にはひとまず与しなかったようだ。ならばどうするか。 

マイナ保険証を患者本人と医療機関が縦横に使いこなし、医療 DX（デジタル・トランスフォーメー

ション）を一気に推し進めることこそが、デジタル敗戦からの復興への第一歩になるだろう。言わず

もがなだが、医療や健康に関する個人データは、きわめてセンシティブなものであり、意図せざる漏

洩によってその情報の持ち主が物理的・経済的・金銭的な被害を受けない仕組みをつくることが絶対

に欠かせない。悪意をもった漏洩に対しては、厳罰主義で臨むべきである。 

そのうえで、マイナ保険証を起点にして、患者本人の同意を前提に、カルテ、処方箋、レセプト

（診療報酬明細書）、人間ドックの結果、過去に受けた検査結果――などをわかりやすく整理して一

覧できるようなデータを組成し、医師だけでなく看護師や薬剤師など病院・診療所で働く医療職が共

有できるようにする。それによって、薬剤師が多剤投与の危険性を指摘したり、いくつかの診療科に

またがってかかっている患者に対する薬の飲み合わせについて注意事項を示したりすることが可能に

なる。 

忙しい医師は自分の仕事をほかの医療職に代わってやってもらう「タスクシフト」が促進される。

看護師だからこそ、また薬剤師だからこそ、患者に対してできることがある。餅は餅屋だ。なんでも

医師任せにするよりも、患者の安心感はそのほうが高まるのではないか。 

アフターコロナの日本は、ともすれば喉元過ぎれば熱さ忘れるになりがちだ。いや、もうなってい

るかもしれない。コロナ禍の「熱さ」がまだ体感として僅かに残っている今が、デジタル敗戦から日

本が立ち上がるラストチャンスである。 




